
75

早稲田商学第372号

1997年　3月

1970年代以降における国際経営の

展開に伴う国際管理会計の発展

一業績評価と国際振替価格を中心として一

清　水　　孝

はじめに

　企業は，その活動を拡大するにつれて国内のみならず国外にまで販売および

生産活動を移していく。国際経営活動は，初期においては単純に海外のマー

ケットに商社などの流通業者の手を借りた商品販売に始まり，次いで，海外に

製晶の組立工場を建設し，主要部品は日本から輸出して最終製晶は当該工場で

組み立てるといった形の進出が行われる。この段階では，製晶の核心に触れる

部分については未だ国内から流艶することはない。しかし，市場となる各国に

おいては，その経済水準，風土，文化あるいは習憤等の相違によって画一的な

製品を受け入れるとは考えにくい。市場で販売される製品は，当該市場で企画

され，生産された方が市場における需要を的確に反映できるからである。この

ような段階に入ると，企業は，より市場に近いところで生産のみならず，製品

の企画・開発までを含めた一貫生産を始めようとする。わが国の現状では，完

全に開発まで海外に移転させている企業は数少ない。産業の空洞化を避けるた

めにも，コアとなる技術は国内で開発・生産しようとする傾向は明らかであ
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る。しかしながら，グローバル化が進みつつある今日では、開発も含めて市場

に近い場所で全ての経営機能を実施することをますます進めていかなければな

らない。ここで，考慮すべきことは，「市場に近い」という言葉の意味が，「そ

の国の中にある」という意味とは異なる点である。現代の経済は，国家単位で

はなくブロック単位で考えられるべきであろう。ASEAN，NAFTA，ECとい

うように当該域内をひとつの市場と考え，さらにその中で企画・開発・生産・

流通を考える時代に入ってきているのである。

　そこで，本稿では，国際管理会計がとりあげられるようになった1970年代以

降の日米における企業の国際経営の展開を歴史的観点に基づいて考証した後に，

それぞれの時代において実施されてきた管理会計研究の推移を追跡し，今日，

新たな局面に入ろうとしている国際経営のフェーズに対して，有効に作用しう

る管理会計，とくに海外子会社の業績評価とこれに深く関連する国際振替価格

を中心としてその手法を考察することを目的としている。

I　日米企業の国際経営活動の進展

（1）　日米企業における海外直接投資の推移

　国際経営展開を示す尺度として，ここでは海外直接投資をとりあげている。

日米における海外直接投資は，1970隼代以降拡大基調で推移している（図1お

よび図2）u〕。図1では，日米の海外直接投資を金額で表したものであり，さ

らに図2ではわが国の状況について，海外投資に関する届出件数も示している。

アメリカの状況は，1973年に初めて1，0C0億ドルを突破し，それからわずか7

年で2，000億ドルを超える成長を示したが，！981年に一旦ピークを迎え，83年

まで下落している。しかし，その後，ユ983年を境にして，再びアメリカの海外

直接投資は増加していき，ユ993年には5，600億ドルにまで至っている。そこで，

1973年までの緩やかな成長期を第1期，1981年までの急速な拡大期を第2期，

85年までの調整期を第3期，86年以降を第4期と考えることにする。
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日米の海外直接投資1図
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　一方，わが国の場合はどうであろうか。図2において明らかなように，工973

年にいったん35億ドル（3，097件）でピークをつけた後，ゆるやかな成長を遂げ

ているが1979年を頂点として，その後1985年頃までは一進一退を続けている。

その後は急拡大を続けていたが，バブル崩壊の影響で1990年以降は調整期に

入った。このように，その形は異なるものの，アメリカの場合とターニング・

ポイントは類似しており，同様に4期に分類することができよう。

（2）　わが国製造業における国際活動の量的展開図

　次に，わが国製造業に限定してその状況を見ていくことにする。この状況は

図3に表されているω。製造業の海外直接投資も，全体の状況とほぼ同様に推

移している。最初のピークがユ973年に到来し，次に1978年から1982年までが安

定している。そして1985年から1989年までの，いわゆるバブル最盛期には急拡

大をして，その後低落傾向を示しているが，全体の傾向と同様に1993年時点で

投資件数および投資金額とも底を脱している。サービス業を含む非製造業が，

図3　製造業の海外直接投資
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77　78　79　80　81　82　83　84　85　8687　88　89　90　9192　93

　　　　　　　　　　年

79

3嚢孟
・金千

第3期において多角化を目指して海外の企業を闇雲にM＆Aした反動が生じた

とされているのに対して，製造業においては，確かにバブル崩壊の影響を全く

否定することができないにしても，グローバル経営という視点から，海外に対

して経営活動を拡大しつつある点が伺える。これは，また図4からも読みとる

ことができる。図4では，現地法人の数および売上高を表しているが，1993年

度にはいずれも過去最高値を更新している。現地法人1社当たりの売上高は

1989年以来70億円から80億円の聞で推移しており，93年の値も65億円と調整過

程は既に終わっていると考えることができよう〔4〕。

（3）　わが国製造企業における国際活動の質的展開

　さて，製造業における国際経営活動の質的変化についてはどうであろうか。

製造業における経営活動の国際化には，投資を伴わない貿易活動も含まれてい

る。これは，単に市場を国外に求め，国内市場で流通する製晶の一部を，大き

な仕様変更をすることなく国外に販売するということを意味している。この段

階では，海外に対する販売チャネルとして総合および専門商社が利用されるこ
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とになる（商社利用段階）。ある程度海外販売が進み，より一層の海外市場へ

の浸透あるいは売上高の拡大を狙う段階に入ると，次に企業は現地に販売代理

店等を経て販売子会社を設立するようになる（販売子会社段階）。これは，現地

マーケットの情報を直接収集して，より有効な販売を行うためである。ここに

至って初めて，海外直接投資が行われる。海外直接投資とは，一般に海外支店

の設置や海外子会社の設立といった直接的な形態での経営支配を目的とする資

本および技術の輸出であるとされている〔5〕。近年では，子会社だけでなく孫会

社までを含めて現地法人とするケースも増えているが｛6〕，いずれにせよ，海外

に資本を輸出して経営支配権を獲得し，現地に経営活動を移植しようとする点

において，それまでの国際経営活動とは大きな相違が生ずる。国際経営活動が

進むと，製造業においては製造子会社が設立される。当初は，重要な部品など

は日本国内で生産し，海外工場は組み立てのみを担当するところから始まる

（組立子会社段階）。しかし今日では，ローカルコンテンッ等の各種規制を考慮

することはもちろんであるが，現地の需要に即応するような製品開発に始まっ

て，海外で一貫生産を行うような形態もみられる（一貫生産子会社段階）。さら

に，今後考えられなければならないのは，本社および製造子会社を一体化させ，

さらに，競争企業までも含めて新たなネットワークを形成し，その中で効率的

な資源配分と調整を志向することが求められてくるであろう（7〕（ネットワーク

段階）。後に論ずるように，わが国の多国籍企業もこのような形をとりつつあ

り，ネットワークの観点から総合的管理方法を模索していかなければならない

時期になっている。この点を表す指標のひとつが海外生産比率の推移である。

表1は，日米企業の海外生産比率を表している〔8〕。アメリカの場合には，製造

業全体でみても20～27％を推移しており，海外生産比率は日本に比して高い値

を示している。一方で，わが国においては，製造業全体では1984年までは

1．9％から4．3％へと急拡大をし，その後いったん調整期を経て再び85年から90

年までの間に約2倍に拡大をしている。91年以降は緩やかではあるが，順調に
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増加をみせている。また，海外進出企業に限定してみても同様な傾向がみられ，

1994年度の予測値では20％を超えるところまできている。量的な拡大とは別に，

このような質的発展も考えなければならない。量的拡大の進展が質的な発展と

直接関係を持つという点に関する確証はないものの，両者は対応して進んでき

ていると考えられる。なお，アメリカの場合は，既に多国籍化が進み，その海

外生産比率は安定してきており，海外進出企業では約50％となっていることか

らも知られるように，既に一貫生産の時代からさらにネットワーク段階へ進み

っっあることが考えられる。

表　1　日米企業の海外生産比率

（単位：％）

1979

1980

198ユ

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

199ユ

1992

ユ993

199壬

1995

　　　日　　　本

海外進出企業　製造業全体

　　　　　　　　1．9

　　　　　　　　29

　　　　　　　　3．4

11，5

10，9

12－7

17，8

17．0

167

ユ73

183

20，9

23，O

　　　アメリカ

海外進出企業　製造業全体

　　　　　　21，1

　　　　　　18，8

　　　　　　18，1

　　　　　　18，1

　　　　　　21，0

　　　　　　23．ユ

　　　　　　249

　　　　　　23，8

　　　　　　25，8

48－5　　　　　　　　27－5

46－2　　　　　　　　25－1

　　　　　　25．2
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n　第1期における国際管理会計研究の萌芽

（1）第1期のアメリカにおける業績評価の研究

　1973年頃までの緩やかな海外直接投資の成長期を第1期としたのであるが，

この頃の国際管理会計には，主に業績評価の面で多くの文献がみられる。しか

し，この時期においては，明らかに初期の頃と末期の頃の業績評価に対する考

え方は異なってきており，国際経営活動の管理に対する研究が急速に進みつつ

あることを明確に表している。

　この時期はアメリカにおいては海外直接投資が緩やかに進展した時期であっ

た。一方，国際管理会計の手法は未だ十分に開発されていたとはいえず，特に，

1970年代に先立つ1960年代後半においては，数点の文献が散見されるにすぎな

い。

　業績評価において最も初期の頃の業績はHawkins［1965］が報告したもの

であった。Hawkinsは国外業務で使用されるコントロール・システムは国内

業務に対して使用されているものと同様の手法が適用されていることを示した。

その理由として，Hawkinsは，未だ国外における業務について十分な経験が

なく，また従来のシステムが快適であるからであるとしている。しかし，この

時点で既にHawkinsは国内と同様のシステムに問題があることも指摘している。

すなわち，海外子会社の目的は国内事業の目的と一致しないことがあるし，組

織あるいは環境，さらに経済的要因が大きく異なる，また，国外の業務は（こ

の時点では：執筆者注）国内のプロフィットセンターと同様には独立的でない

ため，海外に適用された国内システムは効果的ではないと考えているのである。

しかし，Hawkinsは，海外子会社に適応しうるシステムの示唆は行っておら

ず，以後の発展過程を誘うことになる。

　次いで，Zenoff［1967］は，アメリカの多国籍企業30社にインタビューを行

い，その結果を報告している。Z㎝offの言に従えば，海外子会社の役割は本社
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への送金および税の最少化にあると考えられ，その道具としての継子であると

郡楡している。そして，多国籍企業は海外投資の安全性を保持するキャッ

シュ・フローに関連しているのであって，長期的利益は二の次であるとして，

長期国際的観点に基づいた経営活動がなされていないことも表している。この

段階では，未だ業績評価に対してはほとんど注意が払われていなかった。

　Mau．iel［1969］も，アメリカにおける売上高50億ドル以上の多国籍企業15

社に対して調査を行っている。Maurielの調査結果によれば，Hawkinsの業績

と同様に多国籍企業の国内財務コントロールシステムが国外業務に変更するこ

となく使用されているとされている。したがって，海外業務の業績評価も，国

内の利益・投資センターが使用しているROIおよびRIが一般的に利用されて

いることも併せて示している。一方で，Maurie1は国外で新しい市場を獲得し

ようとする海外事業が国内事業と同様に評価されるべきではなく，売上利益率

がより重要である場合があることを指摘している。

　Mclmess［1971］の調査は多国籍企業30社に対する質問票およびインタ

ビューによるものであったが，この結果も，Maurie1と同様に業績評価のシス

テムは国内業務と国外業務ではほとんど相違がなく，業績評価で使用されてい

る指標はROI，予算実績比較，実績の傾向分析があげられていた。宮本［1989，

46頁］も指摘するように，業績評価の尺度として予算関違の尺度が登場してい

る点については注意を要する。

　Financial　Executives　Research　Foundation　Study　［Bursk，Dearden，Hawkins

and　Longstreet，1971］では，34の多国籍企業の調査結果をまとめた報告を行っ

ている。当調査では，利益の予算実際比較が最も重視される業績評価の尺度で

あることが報告された。また，ROlは売上高の予算実際比較より低位となり，

その重点が徐々にROIから予算に移行してきていることが明らかになってい

る。なお，当調査では，海外事業とその管理者の評価を別個にすべきであるこ

とが提唱された。投資に関する収益性と，実際の収益を獲得するための管理者
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の努力は切り離して考察されるべきであるという点が明示されたことは意義深

い。

（2）第1期のアメリカにおける国際振替価格の研究

　アメリカにおいて多国籍企業における移転価格（Transfe・P・ici㎎）税制が開

始されたのは1962年のいわゆるケネディ税制改革時であったと考えられてい

る｛釧。このとき，IRC482条にはアームス・レングス基準が導入され，国外

タックス・ヘプンヘの法人税の流出を事実上封じ込めることになった。その後，

数回にわたり規制は強化されてきている。また，この時期は移転価格税制に関

する訴訟としてPittsburgh　Plate　Glass社事件およびE1i　Lil1y社事件が生じ，

特に後者ではIRS側の勝訴に終わったため，広く移転価格税制が周知される

ことになり，企業の財務担当者も注目するところになったのである。

　この時期においては，未だ国際振替価格の研究も進展してはおらず，税制に

関連したもの以外としては，わずかにArpan［1972コがみられる程度である。

初期の国際振替価格は，主として各国の関税等を最小化することがその最も重

視されるべき決定要因であったようである。このことは，アメリカの多国籍企

業が第1期においてはその機能として親会社の輸出製品を海外子会社が順調に

売りさばくことにあったためと考えられる。また，Arpan以降，様々な論者

が国際振替価格の決定要因および方法を挙げていくことになるが，その基礎を

構築したという点で彼の業績は評価されよう。

㎜　第2期における国際管理会計研究の進展

（1）第2期のアメリカにおける業績評価の研究

　1971年を過ぎるとアメリカにおける海外直接投資は急激に拡大していく。こ

の期閻には，業績評価に関する文献も多数報告されるようになり，また，その

内容も第1期のものとは大きく異なっていく。
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　RobbinsとStoba㎎hは，1973年に実態調査を行い，その緒果を報告してい

る［Robbins　a・d　Stoba㎎h，1973］。その調査結果はアメリカの多国籍企業39社

に基づくものであり，まず，95％の企業で国内事業と同様に国外事業を評価し

ているという点が示されている。また，国外事業単位と管理者の評価に区別が

ないことも示されており，この2点は第ユ期の状況と何ら変わるものではない。

ところが，業績評価尺度としてはROIが使用されているものの，これを補助

するための追加的情報として予算が使用されていることが明らかにされている。

彼らは予算実績比較がROIにとって変わるべきであり，特に戦略目標に関連

する個々の予算（各種費用予算等）を使用すべきであることを指摘している。ま

た，主として海外事業の評価の目的は管理者の評価にあることも併せて示して

いる。

　この期問中，最も注目される文献は，AAAの国際会計委員会が1973年に報

告したリポートであろう［AAA，1973］。同委員会は，まず国内における事業

と多国籍企業における海外事業が全く異なっていることを指摘し，多国籍企業

においては新たな財務統制システムを構築するべきことを示唆している。そこ

では，この時点の多国籍企業における海外子会社は独立性という点に欠けてい

るため，プロフィット・センターの概念を適用することができないことを示し

た。海外子会社の利益は子会社の管理者によって管理不能である国際振替価格

によって大きく影響を受けるため，仮に業績評価が利益べ一一スで行われるとす

るならば，国際振替価格と相互に連関して議論されなければならない点も指摘

された。同委員会の報告は，第1期およびRobbinsとStoba㎎hにおける文献

において，多国籍企業の海外子会社に関する業績評価が国内事業と同様の手法

で実施されており，それに関して有効性が劣ることを指摘していた点から一歩

進んで，海外子会社の特性を考慮した上で国内事業とは異なる以下のような業

績評価の指標を提示した点に意義を見いだすことができ乱

　同委員会は，予算実績比較をもって業績評価の主たる尺度とすべきであるこ
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とを推奨している。ここでは，予算差異に関しては管理可能差異と管理不能差

異を十分に区分して分析を行うことが望まれている。また，特記に値するのは，

同委員会は財務的指標と共に，非財務的指標の使用を示した点である。この後，

非財務的指標の利用は盛んに唱えられるようになる。

　続いてユ979年にPersenとLessigは，Financia1Executives　Research　Founda－

tionにおいて実施した研究を報告した［Persen　and　Lessig，1979］。この研究で

は多国籍企業125社が質問票を返送しており，追加的に20社に対してインタ

ビューが行われている。第2期の終盤に行われた当調査では，予算実績比較が

最もよく使用される業績評価基準であり，次いで一株当たり利益への貢献，

ROIとなってい乱同調査では調査時点から5年後に重視されると予測される

業績評価基準も同時に質問しているが，そこでは予算実績比較が1位であるも

のの，僅差でキャッシュ・フローへの貢献やROIが続いていることに注目す

べきであろう。海外子会社における独自の戦略遂行のために予算を重視する一

方で，投資対象として再び収益性にも注視するような傾向を見いだすことがで

きる。また，AAAが示したように，業績評価基準はこの頃になると複合的な

基準が求められるようになってくる。非財務指標としては，その刷用そのもの

は多くはなかったが，マーケット・シェア，晶質管理，雇用者移動率などが用

いられている。このような指標は，管理者の業績を測定するために使用されて

いる。その理由は，当該指標は，現地における市場への浸透，あるいは多国籍

企業全体の供給工場，労働者の有効利用といった各海外子会社に与えられる戦

略目標の遂行の程度を測定できるからと考えることができよう。

　Morsicato［1980］は，海外子会社の業績を報告する際，現地通貨べ一スあ

るいはドルベースのいずれが適切であるかについての貴重な報告を行っている。

各種財務指標はドルベースで使用されることが多かったが，海外子会社の業績

評価目的のためには現地通貨べ一スの方が有用佳が高いと考えられるように

なっている。外部公表のための連結財務諾表作成目的では，本国通貨への換算
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は不可避であるが，予算実績比較あるいは各種指標のもとでは，ドルヘの換算

は大きな意味をもたなくなっているし，業績評価から為替変動の影響を排除す

るという点では支持することができる｛工O。さらに，Morsicatoは，海外子会社

の予算編成について現地の管理者に大きな権限を与え，十分に現地の経済環境

などを組み込んだ予算を編成することが必要であるという指摘をし，併せて子

会社と管理者の業績評価も区別すべきことを説いている。なお，この時期には，

業績評価に強く影響を与える為替リスクのコントロールや企業評価にもつなが

る投資に関する資本予算の問題についてもいくつかの文献がみられるように

なっている。

（2）第2期のアメリカにおける国際振替価格の研究

　この時期には，注目すべき研究が次々に発表されている。国際振替価格の設

定目的は，目標一致と業績評価にあると考えられていたが，ChoiとMueller

［1978］は「在外子会杜の設立は戦略的理由によるものであるから，子会社の

業績評価基準は，多国籍企業の中で果たしている特定の役割を評価するのに適

した基準であることが望ましく，特定の目標および環境に合致する業績評価基

準を採用すべき」であることを示唆している［Choi　and　Mueller，1978，p．271コ。

国際振替価格は，直接各種の利益関連財務指標に影響を与えるため，業績評価

とはきわめて密接な関わりを有している。それは，先のAAAの国際報告委員

会やPersenとLessigの研究の中でも取り上げられていることからも明白であ

る。AAAでは異なる目的には異なる振替価格を使用すべきことが提示された

し，PersenとLessigは国際振替価格の設定要因は税務関連の規制，振替数量

の適正化および業績評価をあげ［PersenandLessig，1979．pp．118－！23］，振

替価格の設定方法にも言及している。設定方法は，米国内国歳入法482条に準

拠した方法が報告された。

　国際振替価格の設定目的は，その後徐々に拡大されてくるが，Cowenと
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Phi1lipsは，①子会社目標と全社的目標の一致，②子会社の経営管理者に対す

る全社的目標への整合的意思決定への誘因，③全社的目標のための企業資源の

効率的配分，④子会社業績の測定，⑤企業内での円滑な意恩疎通をあげている

［Cowen　and　Phil1ips，1979，p．17］。

　実際に，この頃の多国籍企業が使用している国際振替価格の決定要因を調査

したのはTa㎎［1979］であった。そこでは，国際振替価格の設定で最も重視

されている要因として全社的利益の獲得をあげており，次いで利益・配当の本

国送金に関する規制，海外子会社の競争的優位の獲得，税制の相違が続き，業

績評価は5番目に位置づけられている。AAAが多国籍企業におけるプロ

フィットセンター概念を否定しているように，業績評価については，国際振替

価格を通じて算定される利益概念では困難となっていることが伺える。

　また，同年にはOECD［1979］が移転価格税制に強く影響を受けているとは

いうものの，国際振替価格の設定方法について包括的な報告書を発行している。

そこでは，有形財の他に，トレードマークおよび技術などの移転に関する価格，

さらに，特に注目されるべき点として多国籍企業内で提供される本社費関連の

国際振替価格にも言及がなされていることがあげられる。多国籍企業の活動に

ついて，単なる商・製品の売買だけにとどまらずロイヤリテイなどの無形財の

取引および本社活動までが国際的に大きくなりつつあることに深く関連してい

る。Ta㎎の研究とOECD報告書は，この後追加的な報告がなされており，時

代の経過にともない多国籍企業の経営環境および経営行動が変化すると共に国

際振替価格の決定要因が変化かつ複雑化していくことを明らかにしている。

IV　第3期における国際管理会計の発展

（1）第3期のアメリカにおける業績評価の研究

　1982年には注目すべき論文が報告されている。Czechowiczら［Czechowicz，

Choi　and　Bavisi，1982］では欧米88社の多国籍企業に対して質問票を郵送し，
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さらにインタビューおよび数回にわたるディスカッションを実施した。同調査

において最も評価される点は，ヨー只ツパの多国籍企業とアメリカの多国籍企

業の状況を比較したところにある。彼らは，業績評価の目的は海外事業のその

時点での状況認識を行い，能率を高め，戦略の修正をタイムリーに実行し，管

理者の評価を行うことと考えている。C・echowic・らによれば，ヨーロッパ，ア

メリカのいずれにおいても国外業務は戦略的理由から実施されており，統合さ

れたシステムの一部と考えられている。ただし，海外子会社などの自由裁量権

はヨーロッパの多国籍企業の方が大きいようであると報告されているω。

　さて，C・echowic・らはアメリカの多国籍企業において使用される業績評価

の指標として財務・非財務指標をとりあげ，基本的には財務指標が支配的であ

るとし，具体的には海外事業単位・管理者いずれの評価基準としても利益の予

算・実績比較が重視されていることを見出した。次いで海外事業単位の評価基

準としてROI，充上高の予算実績比較が，管理者の評価基準としては売上高の

予算実績比較，ROSが示されている。また，非財務指標は事業単位・管理者

の業績指標としていずれもマーケット・シェアの増加をあげている。そのほか

には事業単位の業績指標として現地政府との関係，晶質管理・生産性の改善が，

管理者の業績指標として現地政府との関係，品質管理があげられている。

　Mi11er［1982コは，3M社とMonsanto社のケースをとりあげており，アメ

リカの多国籍企業が戦略的目標と財務目標をいかに決定しているか，また，財

務・非財務基準が海外事業単位と財務目標の業績をどのように測定しているか

を示し一れま牟，Czechowic昆らおよびMi1lerの業績は，いずれも為替やイン

フレーション，国際振替価格の取り扱いにも言及しており，業績を決定する要

因を総合的に考慮した上で決定していかなければならないことを明らかにして

いる。

　D㎝alds㎝とPai［1984］はBurr㎝ghs社のシステムを紹介しながら業績評

価の方法について考察を行っている。Burroughs社は，インフレ率の高い国と
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安定した国に子会社を有しており，これらの国では文化，政治および経済環境

にも相違があることを表している。そのような相違のある国に立地する海外子

会社などの業績を評価するためには，業績の申に注文と売上，タイムリーな配

送，品質等も含まれるべきであり，使用される基準は測定可能であり，できる

だけ抽象性を排除し，責任の所在を明確にすべきであり，動機付けを促進する

よう設定し，公正でフレキシブルであるべきなどといった9つの特質を有する

業績評価システムを構築しなければならないとしている。彼らは，Burroughs

社では注文・生産数，雇用者転職率，利益，キャッシュ・フロー，貢献利益，

ROA，売掛債権回収日数，在庫レベルなどが使用されていることを報告して

いる。

　また，Holzer［1986］は，業績評価システムに求められる点として，親会社

の管理者が第1に海外事業の経済的業績の評価を行うこと，第2に海外事業の

管理者の業績の評価を行うこと，第3に戦略目標を含む企業の目的の進捗度を

モニターすること，第4に資源の効率的配分に役立つことに対して有用でなけ

ればならないとして，解決すべき問題を列挙している。

　ここまでの経過は，当初は利益額やROI等が重視されていたものが，予

算・実績比較の重視に移行する一方で，海外事業の多様性を重んずるようにな

り，収益性を含めて業績評価が多面的に行われるようになってきている。この

時期には，海外戦略との関連で業績を評価すべきであるという論者が出現して

おりω，混沌としていた業績評価方法に大きな方向性が見いだされる。また，

財務指標だけではなく数多くの非財務指標が設定されるようになっている点に

この時期の特質がみられるのである。また，海外子会社と管理者の業績評価方

法についても，この時期になると基本的には同じシステムを使用しつつも，両

者に適用される業績評価基準を少しずつ変えていくように，その目的に整合す

るようなシステムの構築への足がかりがみられる。
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（2）第3期のアメリカにおける国際振替価格の研究

　先に示したCzechowiczら［1982］によれば，伝統的な国際振替価格の設定

方法について市場価格あるいは原価加算法がもっぱら使用されていることが示

されている。ただし，この調査では，単に実態を調査したにとどまっており，

それがどのような環境要因に依存しているのかについては表されてはいない。

　一方，ChoiとMuenerは，子会社の業績評価基準は，多国籍企業の中で果た

している特定の役割によるものであるから，子会社の業績評価基準は当然多国

籍企業の中で果たしている特定の役割を評価するのに適した基準であることが

望ましく，特定の目標および環境に合致する業績評価基準を採用すべきである

としているように［Choi　and　Mueller，1984，p．271］振替価格は業績評価のた

めの唯一の尺度にはならないという点に注意しなければならない。先述したよ

うに，業績評価はChoiらがいうように特定の役割を評価する予算や非財務指

標がとられていることと符合している。

　さて，これに対応して，国際振替価格の設定目的もきわめて多様化してきて

いる。具体的には，Know1esとMathurが12の目的をあげている［Knowles

land　Mathur，1985，pp．12～16］。その内容は相当細分化されているが，大別す

れば制度上の制限回避（法人税の低減，輸出入関税の低減，為替リスクの回避，

子会社設立国の為替統制の回避），海外子会社の競争的優位性の確保（子会社あ

るいは親会社の金融上の信用増大，海外市場の確立，海外市場での市場占有率

の増加）および海外子会社の統制（キャッシュ・フローの管理，親会社持分の増

大，子会社の収益性の操作，業績評価，経営管理者の動機付け）となっている。

　また，OECDが1979年に続き1984年に新たな報告書を刊行した［OECD，

1984］。ここでは，移転価格税制への対応が主として説明されているが，1979

年報告書でも若干述べられていた本社費の振替に関して詳細な議論が展開され

ているところに特徴がみられる。多国籍企業の国際的展開が大きくなるにつれ

て，本社あるいはサービス・センターの多国籍企業全体に対する用益の提供は
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増大してくる。このような状況に基づいて，無形財である本社サービスの国際

振替価格の設定方法について説明を行っている㈱。

　さらに，国際振替価格に関する実証研究もみられるようになってきた。

HoshowerとMande1［1986］は，アメリカに本社を有する多国籍企業37社を

対象とした調査を行い，25杜から回答を受けた。同調査の結果から，アメリカ

に親会社がある多角化した多国籍企業は，振替価格の意思決定を親会社レベル

より子会社レベルで行う傾向があること，また，国際振替価格に関しては市場

価格墓準か原価基準のいずれかを選好しているという統計的傾向が生じていな

いことを明らかにした。

（3）第3期の日本における国際管理会計の研究

　わが国においてもこの時期には企業の国際的展開が急拡大しつつある時期で

あった。ただし，国際経営に関する理論的背景が十分でなかったことも伴って，

その進出が必ずしも順調でなかったともいえる。特に，ユ983年に米国カリフォ

ルニア州においてアメリカ日産，アメリカトヨタに対する移転価格税制の裁判

が開始されて，1985年には両者で20億ドルに追る申告漏れ額が決定されている。

このような状況に基づいて，税制関連のみならず，その内部管理システムにも

関心が高まった。国際振替価格に関するそれまでの研究の概観と理論的枠組み

を構築したのが宮本［1983］であり，わが国の国際管理会計の鴨矢となる研究

であった。また，経営行動研究所［1987］もわが国の国際振替価格に関する総

合的な調査を（税制を主たる視点としてはいるが）行い，そこで国際振替価格の

設定目的等についての結果が論述されている。また，決定要因に関して因予分

析を試みており，米国よりも遥かに遅れていた当該分野における研究に一石を

投じた点には大きな評価を与えることができる。
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V　第4期における国際管理会計の飛躍

（1）第4期のアメリカにおける業績評価の研究

　1986年以降は，アメリカにおいては経済の凋落と復興の時期であった。周知

の通り，わが国では1986年のプラザ合意以降，金融緩和政策が継続し，いわゆ

るバブル経済が進行し始めた。一方で，円高による輸出不振から，企業の多国

籍化が加速化することになる。他方，アメリカにおいてばその競争力が著しく

低下し，自動車産業を始めとして日本企業の後塵を拝する事態が生じたが，多

国籍企業による海外直接投資は減少せず，国際的展開を通じて競争力を確保し

ようとしている。

　このような状況の中で，多国籍企業の業績評価の基本となる経営戦略に大き

な影響を与えたのがPoter［ユ986］およびBartlettとGhcsha1［1989］であっ

た。Poterは，価値連鎖の国際的配分を述べ，国際的競争優位を獲得するため

の方法を示している。また，BartlettとGhoshalは，多国籍企業の戦略的方向

を4つに分類し，そのうち中央集権的なグローバル組織と地方分権的なマル

ティナショナル組織の両方の特質を併せ持つトランスナショナル組織を定義し

た上で，トランスナショナル組織が向かうべき戦略を示した。本社権限を強化

した組織かまたは現地法人が大きな力を保有する組織といった形では今後の国

際的競争を乗り切っていくことができないという示唆は，様々な分野に波及し

ていったが，国際管理会計に関しても大きな影響を与えた。

　他方，戦略そのものの業績，すなわち海外事業の業績評価とその管理者の業

績評価が切り離されていく傾向も強くなっていく。古くから言われているよう

に，海外事業の評価は，その海外戦略の正否を含めたそのものの正当性の評価

につながり，一方で管理者の評価はいかに与えられた戦略を効率的に遂行した

かにかかっている蝸。これを画一的な指標で測定することは，幣3期までの業

績からも明らかなように不可能である。海外事業戦略の評価に関して，いくつ
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かの業績も報告されたが⑮，特に三菱総合研究所・アーサーアンダーセン会計

事務所業績評価研究会［1991］が開発したシステム「AIM」は，定性的要因ま

で含め，さらにその過程も評価の対象とするものであり，注目されるものであ

る。また，KaplanとNort㎝［ユ992］は，業績尺度を4つのグループに分け，

「バランストスコア」という概念を使用し，組織がこれら4領域のそれぞれに

ついて重要であると考えられる尺度を選択すべきであるとしている。ここで，

4領域は，財務，顧客，内部プロセス，成長と改革に分類されている。彼らが

示すように，これらの領域は過去の戦略の成果を表す財務指標はもちろん，こ

れを補う形で将来の業績の決定要因となる顧客満足，社内のプロセスおよぴ組

織の改善や改革といったものを評価する指標まで含んでいる。以上の尺度は，

戦略そのものの評価と管理者の評価を多面的に表すものであり，今後の海外事

業の業績評価のあり方についての方向性を示唆するものであると考えている㈹。

　さて，管理者の業績評価に関する最近の実証研究としてはChristensen

［1996］があげられよう。Christensenは，海外子会社の地理的分布，環境要

因，企業の特僅をとりあげ，これらが海外子会社の予算利用に関する傾向に影

響を与えるかどうかを調査した。63社から回答があり，回答を分析した結果の

要約は次の通りであった。まず，子会社の地理的分布による予算の傾向に相違

はなかった。次に，環境要因に関する問題である。調査では，①管理者の業績

評価に使用される予算の満足度，②予算が適用される管理者のレベル，③予算

と管理老の結合の満足度のそれぞれについて記）経済的環境（安定的か不安定

か），b）政治的・規制的風潮（流動的か安定的か），c）達成についての態度（有

望か悲観的か），d）計函および予算についての知識を持っているマネジャーの

数といった要素が影響するかどうかを分析している。その結果，a）からC）の

相違は，予算に大きな影響を与えることが分かった。①および③については，

経済環境の安定性が最も重要な要素であり，②については計画と予算の知識を

持つ管理者の数が効いている。最後に，企業の特牲であるが，本国志向，現地
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志向およびグローバル志向に分類し，それぞれの企業について先の3つの従属

変数について4つの環境要因が効いているか否かを分析している。グローバル

志向の企業では，現地志向の企業よりも経済的環境が海外事業における予算に

対して影響を与える程度は小さい。グローバル志向は，また予算の満足度およ

び管理者の報酬と予算の結合について，経済的環境のレベルにかかわらず現地

志向の企業よりも満足度が高かった。同様に，グローバル志向の企業では，予

算をより低層レベルで使用することを好んでいるし，現地国の状況にあまり敏

感ではないことも明らかになっている。

　グローバル志向の企業は，その定義通り世界全体での業務を含む業務の内包

する統合されまた内部依存している特性に基づいた意思決定が広く行われてい

ると定義づけられるように，特定の国の環境が予算に反映して不公正な評価が

なされないようにシステムが組まれていることを表している。

（2）第4期のアメリカにおける国際振替価格の研究

　この期問は，1988年に始まるアメリカの移転価格税制の改正にともない，新

しい国際振替価格の設定方法を詳述した文献（［Feinschreiber，1993］，［Pegan

and　Wolkie，1993］）が発表されているが，いずれも税制の面から述べられてい

るものである。これに対して，管理会計の面からそれまでの研究をまとめたも

のがみられるようにもなっている（［Borkowski，ユ992］）。特に，第2期に掲げ

たTa㎎が1979年との比較調査を行っている点は興味深い［Ta㎎，1992］。そ

こでは，国際振替価格の設定目的があげられており，最も重視された要因は全

社的利益，以下，各国間の税制の相違，利益および配当の本国送金における各

国の制限，海外子会社の競争的優位，海外子会社が活動する国の関税というよ

うに戦略遂行上の要因と規制に関連したものとなっている。ブロック化経済が

進展しつつある今日では，規制の回避が重視されざるを得ないとしても，1977

年に5位であった海外子会社の業績評価は10位となっており，業績評価の尺度
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としての財務指標の単一利用がその重要性を減少させている点が読みとれる。

いずれにしても，工994年に施行された米国新法の影響で，国際振替価格は柔軟

性を失っている点および海外事業については多面的な判断を行うべきであると

する点から，業績評価における国際振替価格の役割は管理会計の面からは一応

終了したと考えてよいであろう。

（3）第4期の日本における国際管理会計の研究

　わが国においては，この期問，ようやく国際管理会計が盛んに研究されるよ

うになったといえよう。業績評価に関しては，宮本［］989］が業綾評価を主と

した多国籍企業管理会計研究を報告している。また，会計フ白ンティア研究会

［1993］は，その第5章で「国際企業における管理会計」を取りあげ，海外戦

略とこれに対応する業績評価についての見解を表した。伊藤［1995］では，わ

が国の海外子会社における業績評価，予算管理および国際振替価格についての

調査緒果が詳細に記されている。この結果から私見ではあるが，わが国の多国

籍企業は，未だ中央集権型の色彩を色濃く残しているように思える。業績評価

については，まだ調査されるべき点があると思われるが，わが国における多国

籍企業管理会計の総合的研究として注目しなければならない。また，いずれの

研究も，日本的経営を海外に向けて発信するという立場によった記述も見いだ

され，わが国の多国籍企業の海外事業展開に新しい波が生じているといえよう。

国際振替価格に関しては，頼［1991．1992］佐藤［1992］，岩淵［1993］，小

畠・清水［1996］が報告され，その研究が本格的になってきている。佐藤はわ

が国の多国籍企業の管理会計全般に関する調査を行い，海外の調査との比較を

試みている。岩淵と小島・清水の研究では，先のBartlettとGhoshalの研究

に基づき，多国籍企業の海外事業戦略と国際振替価格あるいは業績評価を関連

させて議論している。岩淵では，さらにわが国多国籍企業の特質を見いだした

上で，国際振替価格の決定に対して影響のある要因を実証的に検証している。
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小島・清水は，本社費の国際振替価格の議論およびわが国多国籍企業において

使用されている国際振替価格の調査も実旛しており，振替られる地域問での相

違について考察を行っている。

　さらに，アメリカとの芙同研究もみられるようになってきている。Shields，

Chow．KatoおよびNakagawa［1991］では，海外事業の管理者を評価するのに

用いられる評価基準は，日米で大きく異なっていることを発見した㈱。さらに，

BailsとAssada［1991］は，海外事業の管理者の予算目標が何であるかを調査

し，ここでも同様の梱違を発見している。

VI国際管理会計研究における今後の展望

　1970年代以降の国際管理会計について，主に業績評価およびこれに深く関違

する国際振替価格の研究を追跡してきた⑱。すでに相当の海外業務を実施して

いたアメリカ多国籍企業でも，第1期においては海外事業の業績評価として独

立のシステムを有していなかった。国内業務および海外業務の性質の相違を認

め一ながら，海外業務をいかに評価するかを模索する段階であった。この時期で

は，一般にRO1，RIといった経済的指標が海外事業およびその管理者の評価

に使用されている。これが第2期に入ると，主たる業績評価としてROエが使

用される一方で，ROIのみによって測定するのではなく，補助的な指標を使用

することが考案されている。補助的な指標としては予算の利用が推奨されてお

り，特に，管理者の評価には管理可能性を勘案した上で予算による評価が望ま

しいと考えられてきている。また，各種の非財務的指標の利用が認められるよ

うになったのも第2期であった。第3期では，明らかに予算が重視されるよう

になっている。また，海外事業と管理者の業績評価尺度も分離されている。ま

た，非財務的指標についても細分化してきている。そして，第4期においては，

海外事業の評価について，海外事業藪略が中央集権か現地分権かといった単純

な戦略からBartlettとGhoshalが指摘するように多次元化する中，複数の評
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価次元を同時に達成していくようなフレームワークが考察されなければならな

いことが指摘されてきている。また，同一次元において個別に論じられていた

財務・非財務指標について，企業戦略の結果の評価および将来の載略に影響を

与える要素を内包させて総合的に関連づけて評価しようとするバランスト・ス

コァという手法が考察されている。従来の方法によれば，海外事業の業績評価

は，海外事業の結果のみを示すだけであり，その有効性までを評価することは

できなかった。管理者にとっても，管理不能な要因によってその業績が左右さ

れることが評価の不満につながる。バランスト・スコアには，管理可能不能を

含めて各種の要素が組み込まれるため，事業および管理者の業績に対する各要

素のウエイト付けができていればともに評価をすることが可能になる。また，

予算に関しては，それが有効に作用するため，特に管理者の業績評価に役立つ

ためには，各多国籍企業の企業特性，これは戦略・文化に表されるものである

が，あるいはその直面する経済的環境によって，予算の形態をいかに変えてい

くかといった点の実証研究もなされている。国際振替価格は，主として移転価

格税制との関違で研究が進められてきたが，近年では業績評価の機能を離れて

全社的利益の最大化に資する点およびその戦略的目的に対応する計算過程の整

備に主眼が向けられていくようになると考えている。

　いずれにしても，多国籍企業の戦略的特質が大きく異なる以上，画一的に使

用される業績評価あるいは国際振替価格の手法は存在しない。今後行うべき点

は，第一に多国籍企業における海外事業戦略の方向を明らかにし，各戦略の下

で果たされるべきミッションを明らかにするとともに，これに影響する要素を

特定し，その影響の大きさと方向が業績に与えるインパクトを抽出した上で管

理者の業績を測定できるようなシステムを構築する一方で，海外事業に関して

は，多次元多項目による総合的な評価を行うことが求められていくことになる

と考えられる。
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注ω　日本の値は1970年より，アメリカの値は1964年よりとってい私資料の出典は・日本において

　　は峨が国企業の海外事業活動』［通商産業省産業政策局国際企業課，各年］および『国際金融

　　年報』［大蔵省．各年］。また，アメリカにおいては，Statistica1Abstr宜ct　of　the　Uni舵d　States

　　［U　S．Department　of　Commerce．Economics　and　Statlstics　Admmistration　and　Bureau　of　the

　　Census］によっている。

　12〕データは，『我が国企業の海外事業活動』［通商産業省産業政策局国際企業課，各年］によって

　　いる。

　13〕データは，『我が国企業の海外事業活動』［通商産業省産業政策局国際企業課，各年］によって

　　いる。

　ωただし，税引後利益に関しては最高値を示した88年度（3，192億円）以後・その水準には遠く離

　　れているが，売上高，現地法人1社当たりの売上高の増加に伴い・回復基調ではあ㍍

　15〕　『国際金融年報』における海外直接投資の定義は，屠住者が海外における外国法人の箏業活動

　　に参加するなど当該法人との間に永続的な経済関係を結ぶために，外国法人に金銭を貸し付ける

　　ことまたは外国に支店や工場等を設置することにより行われるものであ噂，単に資産運用を目的

　　として行われるポートフォリオ・インベストメント等とは区別されるとされている［大蔵省・各

　　年］。

　16〕たとえば，通産省が昭和45年より実施している峨が国企業の海外事業活動動向調査』では，

　　海外子会杜を日本側出資比率が10％以上の外国法人，海外孫会社を日本側出資比率50％超の海外

　　子会社が50％超の出資を行っている外国法人と定義しており，両者を傍せてr現地法人』とし，

　　集計企業の母集団としている［通商産業省産業政策局国際企業課鼠各年］。

　17〕山下・高井は，本社から子会社へという一方的な経営資源の流れではなく，子会社から本社，

　　また子会社問の資源の流れが活発化していく多国籍企業の発展段階を，リンケージの段階と呼ん

　　でいる［山下・高井，1993，14－16頁］。私見ではあるが，ここで最も重要な資源は情報である

　　ことに疑義はないであろう。実際にはモノの流れは必ずしも多国籍企業内を経由しなければなら

　　ないものではないと考える。

　18〕　r我が国企業の海外事業活動』によった。そこでは，海外生産比率は現地法人売上高を国内法

　　人企業売上高で除して求めている。

　19）移転価格税制の詳細については，正小畠・清水，1996］を参照されたい。

　（10為替りスクについては［Folks，Evaos　and　Jlllmg．1977］，また，その他のリスクと獲得しうる

　　利益との関遵を表したものとして［F且1k纈nd　Err㎜拮a，1977〕，投資あるいは資本予算に関する

　　ものとして［Sh乱plro，1978コ［ChamonandJall，1979］［Calvet・198ユ］などが出版されている。

　l1山本稿は主として日米の国際管理会計について論じているため，欧米の状況については特に触れ

　　ないが，ヨーロッパの状況に関しては，同研究の他に・イギリス［App1榊rd・Stro㎎and　Wal－

　　ton．1990］等がある。

　⑫　Sho㎝feld［ユ986］は，戦略の策定と業繕評価に関する点を示している鉋

　O＄0ECD報告書はこの後，iRCの改正にあわせてユ995に改訂された正0ECD，1995L

　ω　海外事業戦略の構築などについては，Thompso皿［ユ995コを参照されたい鉋

　㈱　Ki皿，Hw囲ngとB口rgers［1989］、Si血monds［1990］などがあるむ

　l1θなお，Kap1副皿とN舳㎝は全面改訂を行い著書を出版しているが，本論文執筆時点では入手し

　　ておらず，前論文によっている鉋

　帥　1ヨ本で最も重要な業績評価基準は売上高，次いで，利益から企業費用を控除したものであった
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　　のに対し，アメリカではROl，管理可能利益であった［Shlelds，Chow，Kato　and　Nぬg盆wa，ユg9ユ，

　P，68］。

⑱業績評価については，これに影響を与える大きな要素のひとつとして，為替の問題がある。当

　初は，現地通貨で評価するか本国通貨で評価するかといった議論に始まっていたが，今日では為

　替リスクをいかに管理していくのかという研究も進んでいる。また，業績評価の前提となる投資

　　の決定あるいは資本予算の研究も古＜から行われている。これらの問題については，別稿で検討

　することにしたい。
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